
流域治水の自分事化に向けた取組

令和８年５月（書面決議）
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大分川・大野川水系流域治水協議会
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令和７年度 自分事化に向けた取組のフォローアップ

令和７年度 流域治水の自分事化に向けた取組

01

流域治水の自分事化に向けた個別取組事例02

令和７年６月５日 協議会（書面開催）決議により令和７年度の自分事化に向けた取組計画を策定

令和８年度 自分事化に向けた取組計画

令和８年度 流域治水の自分事化に向けた取組計画

01

流域治水の自分事化に向けた取組計画 具体例02

令和８年５月 協議会（書面開催）決議で策定予定
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令和７年度 自分事化に向けた取組のフォローアップ

流域治水の自分事化に向けた取組
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水災害のリスクや、流域治水について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す ③行動を誘発する
水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

水災害対策や、流域治水に関して実際に取り組みが行わ
れるよう、個人、企業・団体の行動を誘発していく。

流域治水に取り組む
主体が増える

令和７年度自分事化に向けた取組のフォローアップ

結果報告： 具体的取り組み事例について取り上げつつも、参加団体数や参加者数等の定量的数字を把握し記入。

大分川水系流域治水協議会

連携活動

流域治水の広報

教育活動

○自主防災組織等からの依頼による
防災講話や研修会等
国 2回／30人、大分県 89回、大分市市内
一円14回、由布市 3回／44人、竹田市市内
一円4回／150人、気象台 15回／621人

○小・中学校への防災教育
マイ・タイムラインを活用した出前講座
国 11回／831人、
大分市市内一円4回、由布市 7回、竹田市
市内一円4回／100人）

○防災士のスキルアップ研修を開催
大分県 10回／465人、
竹田市市内一円1回／30人

訓練活動

○住民参加型の避難訓練を実施
由布市 1回、
竹田市市内一円2回／200人

○ ハザードマップの周知および住民の
水害・土砂災害リスクに対する
理解促進の取組  竹田市

水防活動の支援

○災害時の応援協定
国、大分県、大分市、
由布市、竹田市

水災害対策の支援

○住宅・事業所等における雨水
貯留施設設置補助金の交付
大分市市内一円14件

○自主防災組織等が行う訓練や
資機材購入にかかる経費の
一部を補助
大分市市内一円115組織、
竹田市 1件、由布市 2件

計画策定

○要配慮者等の避難確保計画の作成促進と
避難の実効性確保
大分市市内一円提出率(R7.9月末時点)
洪水99％、土砂97％、高潮97％、
竹田市

リスク情報等の提供

○浸水想定区域、土砂災害警戒区域等を公表大分県

○総合的な防災マニュアル、洪水・土砂災害ハザードマップの
更新・配布大分市、由布市、竹田市

○河川監視カメラ等の設置 大分市 1件、竹田市
○緊急速報メールを活用した市民へ情報提供 大分市、気象台随時
○ メディアとの連携による防災気象情報の提供大分市、気象台：随時

○現場見学会を利用し
てダムの役割や効果、
必要性を説明
国：ななせダム
20団体／972人

○内水浸水想定区域図を一部公表 大分市 4地区

○止水板設置工事や購入に
かかる経費の一部を補助
大分市申請件数5件

○災害データアーカイブ（大分大学）を活用した
自分事化の推進

○市報による広報 竹田市
○ おおいた防災VR活用による
防災意識の醸成
大分県 YouTube
視聴回数
45,719回
（R8.1月末時点）

○ SNS・WEBサイトを活用した
流域治水のPR
国：全国流域治水MAP投稿 3件、
取組のSNS（Instagram）投稿

○情報伝達サービスによる
災害情報の試験配信
大分市市内一円1回

国：産学官連携でおお
いた流域治水プロジェク
トを立ち上げ、フィールド
ツアーや流域教材の製
作等を実施
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水災害のリスクや、流域治水について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す ③行動を誘発する
水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

水災害対策や、流域治水に関して実際に取り組みが行わ
れるよう、個人、企業・団体の行動を誘発していく。

流域治水に取り組む
主体が増える

令和７年度自分事化に向けた取組のフォローアップ

結果報告： 具体的取り組み事例について取り上げつつも、参加団体数や参加者数等の定量的数字を把握し記入。

大野川水系流域治水協議会

○現場見学会を利用してダム・遊水地の
役割や効果、必要性を説明
大分県 大谷川遊水地 1回／24人

芹川・稲葉・玉来ダム 6回／53人

流域治水の広報

○市報による広報
竹田市 6月、豊後大野市 6月

○ おおいた防災VR活用による
防災意識の醸成
大分県 YouTube視聴回数
45,719回（R8.1月末時点）

○自主防災組織等からの依頼による
防災講話や研修会等
国 2回／30人、大分県 89回、大分市市内一
円14回、豊後大野市 36回／946人、臼杵市
14回、竹田市市内一円4回／150人、気象台
14回／682人

○小・中学校への防災教育
マイ・タイムラインを活用した出前講座
国 11回／831人、大分県 2回／128人、大分市
市内一円4回、臼杵市中学校１校１回・小学
校２校４回、竹田市市内一円4回／100人、
宮崎県、気象台４回／72人

○防災士のスキルアップ研修を開催
大分県 10回／504人、豊後大野市
2回／41人、竹田市市内一円1回
／30人

○住民参加型の避難訓練を実施
大分県 7回、豊後大野市 51人、
竹田市市内一円2回／200人

○災害時の応援協定
国、大分県、大分市、
豊後大野市、竹田市

計画策定

リスク情報等の提供

○浸水想定区域、土砂災害警戒区域等を公表 大分県、熊本県

○総合的な防災マニュアル、洪水・土砂災害ハザードマップの更新・配布
大分市、豊後大野市、竹田市

○河川監視カメラ等の設置 竹田市
○緊急速報メールやを活用した市民へ情報提供 大分市、気象台：随時
○ メディアとの連携による防災気象情報の提供 気象台：随時

○ CATVで水害・土砂災害に関する
啓発活動を実施
大分県 1回（豊後大野市 6月実施）

○要配慮者等の避難確保計画の作成促進と
避難の実効性確保
大分市市内一円提出率(R7.9月末時点)
洪水99％、土砂97％、高潮97％、
竹田市

○情報伝達サービスによる災害情報の試験配信
大分市市内一円1回

○ ハザードマップの周知および住民の
水害・土砂災害リスクに対する
理解促進の取組豊後大野市 51人、竹田市

水災害対策の支援

○住宅・事業所等における雨水
貯留施設設置補助金の交付
大分市市内一円5件

○自主防災組織等が行う訓練や
資機材購入にかかる経費の
一部を補助
大分市市内一円115組織、
竹田市 1組織、豊後大野市 11組
織

○止水板設置工事や購入に
かかる経費の一部を補助
大分市申請件数5件

連携活動 教育活動 訓練活動 水防活動の支援

○令和６年度にハザードマップを更新し、全戸配布（産山村）

○ SNS・WEBサイトを活用した流域治水のPR
国：全国流域治水MAP投稿 3件、
取組のSNS（Instagram）投稿

○内水浸水想定区域図を一部公表 大分市 2地区

○市防災アプリを活用したリアルタイムでの災害情報等の提供豊後大野市

○各種機関と連携した
防災パトロールの実施
豊後大野市 10機関38人

○防災減災のための各種情報やハザードマップ
を記載した「防災ガイドブック」を全戸に配布
豊後大野市
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流域治水の自分事化に向けた個別取組事例

流域治水の自分事化に向けた取組
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会） 国土交通省

10

● 産学官連携による新たな取組として『おおいた流域治水プロジェクト』を立ち上げました。

● 本プロジェクトでは高校生や大学生らを対象に流域治水の基本的な考え方を学び、流域で発生した過去の災害から治水対策・水害リスク等
を理解することで、若年層が主体的な考えをもち、幅広い世代に対して広め、水害リスクの自分事化を推進します。

おおいた流域治水プロジェクト 実施内容
STEP

01 過去の流域災害を学ぶ

災害データアーカイブを活用し
過去に水害が発生した地点と浸
水想定区域図の重ね合わせて地
形の特徴を学ぶ。

STEP

02 流域治水を学ぶ
フィールドツアー

河川の一体的な機能や利水と併
せ、水害が発生した地点（伝承
碑等）を訪れて、当時の状況や
現在の治水対策を学ぶ。

STEP

03 流域教材を製作する

流域がもつ機能を学ぶための教
材として、模型を製作し土地の
標高差や川がどこを流れている
のかを理解する。

関
係
機
関

国土交通省九州地方整備局大分河川国道事務所・大分大学減災・復興デザイン教育研究センター
大分県立大分工業高等学校・九州建設コンサルタント株式会社

STEP

04 自分事化して伝える
周囲への啓発活動を実施

プロジェクトで学んだ内容をも
とに『自分事化』をテーマに大
分工業高校生が賀来小中学校７
年生に防災学習を実施。

啓
発
活
動
か
ら
主
体
の
広
が
り

自
ら
の
行
動
の
深
化
へ

防災学習を受けた７年生の声 Projectに参加した高校生の声

● 流域治水は自分が思っているよりも、自分たちにできることがあるん
だなと思いました。

●フィールドワークを通して様々な知見を得ることができました。今後
の生活にも今回得た知見を生かしていきたいと思います。

■ 大分県災害データアーカイブ及びフィールドツアーを活用した『水災害の自分事化』を推進



流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 流域治水の取組の見える化－全国流域治水MAP掲載－ （実施主体：大分河川国道事務所 外）

〇 全国の流域治水に資する取組を共有するプラットフォーム（全国流域治水MAP）への投稿を実施。

〇 「#大分県」の掲載事例は令和６年度末は山国川圏域の２件であったが、令和７年度で大分川・大野川圏域で４件追加し

計６件となった。

国土交通省
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流域治水をテーマとしたイベント時、

防災学習や環境学習を目的とした

小中学校・高等学校等での出前講座、

ワークショップ等で上記リーフレッ

トを活用し、活動団体に掲載につい

て打診。同意を得たものについて、

大分河川国道事務所がサポートの

うえ投稿を行った。

取 組 内 容

掲載状況 ※R8.3末時点 ① 楽しく学ぶ！防災BINGO

鶴崎校区児童育成クラブからの依頼で実

施した小学校１年生～６年生までの123

名を対象の防災出前講座を掲載。

② 水防災学習塾

河川協力団体（乙津川水辺の楽校運営協

議会）が大分市立別保小学校で実施した

体験講話を掲載。

③ 土木・建築おしごと教室

おおいた建設人材共育ネットワークが毎

年開催している講座のひとつである「防

災・減災」について掲載。

④ おおいた流域治水プロジェクト

大分県災害データアーカイブ及びフィー

ルドツアーを活用した水災害の自分事化

を推進するため、産学官連携による新た

な取組を掲載。



流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会） 大分市
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■ まちづくり出張教室 （実施主体：大分市）

〇 大分市では、開かれた市政の実現と市民の皆さんが自ら考え行動する「市民運動としてのまちづくり」の機運を醸成す

る取り組みとして、市が進める各種事業や施策の説明、市民自らによる地域づくり運動の先進事例の紹介などを行う

「まちづくり出張教室」を実施（８分野、102講座）の内（1分野、1講座）

〇 「防災・安全安心」の分野では、「水害ハザードマップ」「雨水貯留施設」などを講座で取り扱う。



流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 洪水危険度の更なる見える化 （実施主体：大分県）

〇 大分県では、気候変更の影響に伴い頻発化・激甚化する豪雨災害や、R5災害で18河川で氾濫が発生し5基の水位計が

欠測するなどの状況を鑑み、河川水位上昇時の住民の早期避難を促すため、量水標および避難目安の水位ラインを設

置 （監視カメラを設置している21箇所（大分川水系 8箇所・大野川水系 13箇所））。

〇わかりやすい河川情報の提供により、県民の危機管理意識を醸成、水災害からの回避を図る。

大分県

危 険

避 難

注 意

0m

1m

2m

3m

【設置前】 【設置後】

※大分川・大野川水系の設置箇所については、現在工事実施中のため

設置完了箇所 0箇所（R8.1月時点）

【監視カメラ位置図】 ・・・大分川 ・・・大野川
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流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 防災講話や防災教育の取り組み

〇 自治区や自主防災会、各種サロンなどの団体へ防災講話を行う中でのマイタイムラインの説明や作成補助

〇 防災士向けのスキルアップ研修（R７実施回数：３回、参加人数：４４名）の中で、個人防災の講話、演習

由布市

防災士スキルアップ研修での個人防災の講話、演習防災活動支援センター職員による防災講話での
マイタイムラインの説明、作成 14



流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会） 臼杵市
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■ 自主防災組織等への防災講話 （実施主体：臼杵市）

〇 地域の自主防災組織や自治会、地区のサークル活動の一環として防災講話を実施するよう依頼し、希望の自主防災組

織等には職員を派遣し、講話を行っております。臼杵市での防災に関する取り組みを紹介しながら、地域でも防災意識

を持ってもらい、自分の命は自分で守ることができるよう推進しています。



流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会）

■ 総合防災マップの更新・配布 （実施主体：竹田市）

〇 浸水想定区域（中小河川含む）

や土砂災害警戒区域、火山防災

マップを反映させた総合防災

マップの作成、更新、配布の実

施。ＷＥＢ版の防災マップの多

言語化（英語、中国語）※Ｒ６年

度～

竹田市
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■防災情報伝達手段の多重化 （実施主体：竹田市）

〇各世帯に設置している ＩＰ告知

端末の更新、防災アプリの導入

■その他

■ 防災研修、 避難訓練、防災教育、防災パトロー
ル、ＨＰ・広報紙による周知など

防災パトロール



流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会） 豊後大野市
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■防災情報伝達手段の多重化

○避難情報や避難所開設などの情報を「防災行政無線屋外スピーカー」、「各戸設置の音声告知放送端末」、
「防災アプリ（スマートフォンやタブレット等）」、「市ホームページトップページ」、「市ケーブルテレビのＬ字放
送」と同時連携で発信し、市民があらゆる媒体でリアルタイムに防災情報を確認することができる。

避
難
情
報

台風の接近に伴い、10時30分、市内全域に「高齢者

防災行政無線屋外スピーカー

防災アプリ

ケーブルテレビＬ字放送

音声告知放送端末

市ホームページ



流域治水の自分事化に向けた取組 （大分川・大野川流域治水協議会） 豊後大野市

■防災リーダーの育成、防災講習会の開催、防災訓練等の支援

○防災士スキルアップ研修を開催し、地域の防災リーダーとなる防災士に
最新の防災知識を身に付けてもらっている。

○市内７町に組織した防災士会の情報交
換、活動報告等のために、半期に一度代
表者会議を開催し、防災意識の共有を
図っている。

○防災に関する経験や知識が豊富な「防災アド
バイザー」を市で単独雇用し、自主防災組織や
防災士会、高齢者サロン、民生児童委員会、小
中学校などで、防災講話や防災訓練のアドバ
イスを実施し、市民の防災意識の高揚に努め
ている。

18



令和８年度 自分事化に向けた取組計画

流域治水の自分事化に向けた取組

19



20水災害のリスクや、流域治水について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す
水災害対策や、流域治水に関して実際に取り組みが行わ
れるよう、個人、企業・団体の行動を誘発していく。

③行動を誘発する 流域治水に取り組む
主体が増える

水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

自分事化に向けた取組計画 （令和８年度）

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

大分川水系流域治水協議会

連携活動

流域治水の広報

教育活動

○自主防災組織等からの依頼による
防災講話や研修会等（国、大分県、大分市、
由布市、竹田市、気象台）

○小・中学校への防災教育
マイ・タイムラインを活用した出前講座
（国、大分市、由布市、竹田市、気象台）

○防災士のスキルアップ研修を開催
（大分県）

訓練活動

○住民参加型の避難訓練を実施
（由布市、竹田市）

○ ハザードマップの周知および住民の
水害・土砂災害リスクに対する
理解促進の取組
（由布市、竹田市）

○情報伝達サービスによる
災害情報の試験配信（大分市）

水防活動の支援

○災害時の応援協定
（国、大分県、大分市、
由布市、竹田市）

水災害対策の支援

○住宅・事業所等における雨水
貯留施設設置補助金の交付
（大分市）

○自主防災組織等が行う訓練や
資機材購入にかかる経費の
一部を補助（大分市、由布市）

計画策定

○要配慮者等の避難確保計画の作成促進と
避難の実効性確保
（大分県、大分市、由布市、竹田市）

○ マイ・タイムラインの作成、周知（由布市）

リスク情報等の提供

○浸水想定区域、土砂災害警戒区域等を公表
（大分県、由布市）

○総合的な防災マニュアル、洪水・土砂災害ハザードマップの
更新・配布（大分市、由布市、竹田市）

○河川監視カメラ等の設置（大分市、由布市、竹田市）

○緊急速報メールを活用した市民へ情報提供
（大分市、気象台）

○ メディアとの連携による防災気象情報の提供（気象台）

○現場見学会を利用してダムの役割や効果、
必要性を説明（国）

○内水浸水想定区域図を一部公表（大分市） ○止水板設置工事や購入に
かかる経費の一部を補助
（大分市）

○災害データアーカイブ（大分大学）を
活用した自分事化の推進（国）

○市報による広報（竹田市）
○ おおいた防災VR活用による
防災意識の醸成（大分県）

○ SNS・WEBサイトを活用した
流域治水のPR（国）
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令和8年度：自分事化に向けた取組のロードマップ

①
知
る
機
会
を
増
や
す

取り組み・主対象

③
行
動
を
誘
発
す
る

②
自
分
事
と
捉
え
る
こ
と
を
促
す

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

◎水災害、流域治水の広報

｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎連携活動

｜地域｜個人｜

◎リスク情報等の提供

｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎教育活動

｜地域｜個人｜

◎計画策定

｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎水災害対策の支援

｜個人｜

◎水防活動の支援

｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎訓練活動

｜地域｜個人｜

SNS・WEBサイトを活用した流域治水のPR

現場見学を利用しダムの役割等を説明

浸水想定区域、土砂災害警戒区域等の公表、土砂災害ハザードマップを更新

自主防災組織等からの依頼による防災講話や研修会等

小・中学校への防災教育、マイ・タイムラインを活用した出前講座

防災士のスキルアップ研修

住民参加型の避難訓練

ハザードマップの周知および住民の水害・土砂災害リスクに対する理解促進

要配慮者等の避難確保計画の作成促進と避難の実効性確保

マイ・タイムラインの作成、周知

住宅・事業所等における雨水貯留施設設置補助金の交付
自主防災組織等への活動補助

洪水ハザードマップの更新作業
内水浸水想定区域図の一部公表
市民への情報提供、メディア連携
河川監視カメラ等の設置

止水板設置工事・購入における補助金の交付

災害データアーカイブ（大分大学）を活用した自分事化の推進

おおいた防災VR活用による防災意識の醸成、市報による広報

災害時の応援協定

情報伝達サービスの試験配信

大分川水系流域治水協議会



22水災害のリスクや、流域治水について
知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す
水災害対策や、流域治水に関して実際に取り組みが行わ
れるよう、個人、企業・団体の行動を誘発していく。

③行動を誘発する 流域治水に取り組む
主体が増える

水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がる
きっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

自分事化に向けた取組計画 （令和８年度）

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る
（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

大野川水系流域治水協議会

○現場見学会を利用してダム・遊水地の
役割や効果、必要性を説明（大分県）

流域治水の広報

○市報による広報
（竹田市、豊後大野市）

○ おおいた防災VR活用による
防災意識の醸成（大分県）

○自主防災組織等からの依頼による
防災講話や研修会等（国、大分県、大分市、
豊後大野市、臼杵市、竹田市、気象台）

○小・中学校への防災教育
マイ・タイムラインを活用した出前講座
（国、大分県、大分市、臼杵市、竹田市、
宮崎県、気象台）

○防災士のスキルアップ研修を開催
（大分県、豊後大野市、竹田市）

○住民参加型の避難訓練を実施
（大分県、豊後大野市、竹田市）

○災害時の応援協定
（国、大分県、大分市、
豊後大野市、竹田市）

計画策定

リスク情報等の提供

○浸水想定区域、土砂災害警戒区域等を公表
（大分県、熊本県、宮崎県）

○総合的な防災マニュアル、洪水・土砂災害ハザードマップの
更新・配布（大分市、豊後大野市、竹田市）

○河川監視カメラ等の設置（竹田市）
○緊急速報メールやを活用した市民へ情報提供
（大分市、気象台）

○ メディアとの連携による防災気象情報の提供（気象台）

○ CATVで水害・土砂災害に関する
啓発活動を実施
（大分県、豊後大野市）

○要配慮者等の避難確保計画の作成促進と
避難の実効性確保
（大分県、大分市、豊後大野市、臼杵市、竹田市）

○情報伝達サービスによる
災害情報の試験配信（大分市）

○ ハザードマップの周知および住民の
水害・土砂災害リスクに対する
理解促進の取組（豊後大野市、竹田市）

水災害対策の支援

○住宅・事業所等における雨水
貯留施設設置補助金の交付
（大分市）

○自主防災組織等が行う訓練や
資機材購入にかかる経費の
一部を補助
（大分市、豊後大野市）

○止水板設置工事や購入に
かかる経費の一部を補助
（大分市）

○災害データアーカイブ（大分大学）を
活用した自分事化の推進（国）

○ SNS・WEBサイトを活用した
流域治水のPR（国）

連携活動 教育活動 訓練活動 水防活動の支援

○内水浸水想定区域図を一部公表（大分市）

○防災パトロールの実施（豊後大野市）

○市防災アプリを活用した市民へ情報提供（豊後大野市）
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令和8年度：自分事化に向けた取組のロードマップ

①
知
る
機
会
を
増
や
す

取り組み・主対象

③
行
動
を
誘
発
す
る

②
自
分
事
と
捉
え
る
こ
と
を
促
す

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

◎水災害、流域治水の広報

｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎連携活動

｜地域｜個人｜

◎リスク情報等の提供

｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎教育活動

｜地域｜個人｜

◎計画策定

｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎水災害対策の支援

｜個人｜

◎水防活動の支援

｜地域｜個人｜企業・団体｜

◎訓練活動

｜地域｜個人｜

おおいた防災VR活用による防災意識の醸成、市報による広報

自主防災組織等からの依頼による防災講話や研修会等

小・中学校への防災教育、マイ・タイムラインを活用した出前講座

防災士のスキルアップ研修

住民参加型の避難訓練

ハザードマップの周知および住民の水害・土砂災害リスクに対する理解促進

要配慮者等の避難確保計画の作成促進と避難の実効性確保

住宅・事業所等における雨水貯留施設設置補助金の交付
自主防災組織等への活動補助
止水板設置工事・購入における補助金の交付

大野川水系流域治水協議会

CATVでの啓発活動

現場見学を利用しダム、遊水地の役割等を説明
災害データアーカイブ（大分大学）を活用した自分事化の推進

SNS・WEBサイトを活用した流域治水のPR

情報伝達サービスの試験配信

災害時の応援協定

浸水想定区域、土砂災害警戒区域等の公表、土砂災害ハザードマップを更新
洪水ハザードマップの更新作業
内水浸水想定区域図の一部公表
市民への情報提供、メディア連携
河川監視カメラ等の設置
市防災アプリを活用した市民への情報提供

防災パトロールの実施



情 報 提 供

流域治水の自分事化に向けた取組
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流域治水の自分事化に向けた取組 国土交通省

25

■ 流域治水協議会とNIPPON防災資産の更なる連携に向けて

N I P P O N 防 災 資 産 認 定 制 度

内閣府、国土交通省では、地域で発生した災害の

状況を分かりやすく伝える施設や災害の教訓を

伝承する活動※などを「NIPPON防災資産」とし

て認定する制度を新たに創設（令和６年５月）。
※活動：語り部、防災に係る催事、防災ツアー等

内閣府特命担当大臣（防災）、国土交通大臣が認定を実施

「優良認定」・「認定」に区分

NIPPON防災資産認定証の授与

ウェブサイト等でコンテンツを紹介

防災資産の普及・拡大により

住民一人ひとりが災害リスクを

自分事化し、主体的な防災行動へ

背 景

近年、全国各地で災害が発生し、災害後には「まさか自分が被災者になるとは‥」

という声が発せられるなど、多くの人が災害を自分のこととしてとらえていない。

一方で、過去の災害の伝承により、命が救われた事例もある。

災害リスクの自分事化に向けて

認定された防災資産を通じて、住民の方々が過去の災害の教訓や今後の備えを

理解することで、「災害リスクを自分事化」し、主体的な避難行動や地域に貢献する

防災行動につなげる。

〇 災害から命を守る・地域の防災力を高めるために

流域治水協議会とNIPPON防災資産活動団

が連携し、それぞれの特徴や強みを活かすことに

より、活動の更なる活性化・効果発現を目指すこ

とができる

流域治水協議会

流域の行政関係者

（国・県・複数市）とのつながり

定期的な講演会・訓練の実施

（より広く周知する場の確保）

データ・記録・広報コンテンツ保有

マイ・タイムラインなどのツール

予算（使用目的に制限）

NIPPON防災資産認定団体

地域とより密着したつながり

語り部活動など自分事化を

強く促すためのノウハウ

活動継続・施設運営のノウハウ

実体験（より自分事化）

学校・学生・地域・ボランティア

団体・民間企業とのコネクション

連携により

知る機会をより多くの人に提供

自分事化による行動変容をより強く促進



流域治水の自分事化に向けた取組 国土交通省

① 知る機会を増やす │ 水災害のリスクや、流域治水について知る機会を増やしていく。

② 自分事と捉えることを促す │ 水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がるきっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

■ 流域治水の取組の見える化を推進 ー 全国流域治水MAPへの投稿 ー

〇 あらゆる主体による流域治水の取組を見える化し、全国に展開することを目的に開設。

〇 流域治水に資する取組であれば、投稿内容は自由。行政、民間企業、流域団体、住民個人等、流域治水に資する取組を

行う方であれば誰でも投稿が可能。

・流域治水をテーマとしたイベントの開催

・地域団体による河川の除草、清掃活動

・防災学習や環境学習を目的とした小中学校

等での出前講座、ワークショップ

・雨水タンクや雨水貯留槽、雨水浸透ますの設置

投 稿 例

26

投 稿 ス テ ッ プ

指定のExcel様式に

・ タイトル

・ 取組実施者

・ 団体名

・ 都道府県

・ 紹介内容

・ 写真

・ ハッシュタグ

等を入力し、メールで送信するだけ！

不明な点は大分河川国道事務所が

サポートします

令和８年度

掲載目標 ４件



流域治水の自分事化に向けた取組 国土交通省

① 知る機会を増やす │ 水災害のリスクや、流域治水について知る機会を増やしていく。

国土交通省HP 流域治水ロゴマーク │ 
https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/logo.html

■ 流域治水ロゴマークの活用

〇 一人でも多くの方々に「流域治水」への理解や親しみをもって

いただくことを目的に、流域治水のシンボルマークを決定

〇 流域治水を広く周知・PRするための広報ツールとして

積極的に活用する

※活用例） 名刺やメール署名への配置

※注意） 使用方法やガイドラインを参照のうえ、使用すること

データは下記よりダウンロード可

デザイン一例

デザインは全９種。

illustrator版

JPEG・PNG形式で

ダウンロードができる
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流域治水の自分事化に向けた取組 国土交通省

③ 行動を誘発する │ 水災害対策や流域治水に関して実際に取り組みが行われるよう、個人、企業・団体の行動を誘発していく

■ 流域治水オフィシャルサポーター制度

〇 流域治水に取り組む企業等や流域治水の取り組みを支援する

企業等を幅広く周知するとともに、流域治水に資する取組を

促進するため、「流域治水オフィシャルサポーター制度」を創設

実 施 内 容

サポーターとしての活動を希望する企業等（法人又は団体をいいます。）は、

次のいずれかの取組を通じて「流域治水」に関する周知活動等を実施するも

のとします。

（１） 企業等のWeb ページ、SNS、広報誌、ポスター等への情報掲載

（２） 流域治水に関する広報資料の配布・掲示、アナウンス等

（３） 各種イベント、セミナー、学会、講座、研修等での紹介

（４） 貯留施設の設置など自らの流域治水に資する取組

（５） 流域の上流地域と下流地域の連携を推進する取組

（６） 自治体等との防災協定の締結、避難所としての場所の提供等

防災活動への積極的な参加

（７） その他､流域治水の優良な活動についての周知など流域治水に

資すると国土交通省が認める取組

実
施
例

自治体等との防災協定の締結による災害時の迅速な対応、

災害時は社屋を地域住民の一時避難場所として活用。

令和８年度募集は３月末で終了。次年度登録に向けた候補の洗い出しをする。
28
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